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様式第１号（第３条関係）

補 助 金 交 付 申 請 書

平成 年 月 日

兵 庫 県 知 事 様

住所（申請者）

氏名 印

（ 電話番号 － － ）

（ ﾌｧｯｸｽ番号 － － ）

平成19年度において、住宅用太陽光発電資金補助事業を下記のとおり実施したいので、

を交付願いたく補助金交付要綱第３条の規定により、関係書類補助金 ,０００円

を添えて申請します。

記

１ 事業の内容

(1) 発電システムの設置予定場所 申請者住所と同じ

(2) 発電システムの内容その他 機器設置計画書（別紙１）のとおり

平成 年 月 日２ 事業（設置工事）の着手予定年月日

平成 年 月 日事業（設置に伴う引き渡し）の完了予定年月日

３ 添付書類

(1) 住民票（又は外国人登録済証明書）（３ヶ月以内のもの）

(2) 債権者登録（新規・変更）申請書

(3) 機器設置計画書（別紙１）

(4) 設置前の写真（別紙２）

(5) 住宅付近の案内図（別紙３）

(6) 建物所有者の設置承諾書（借家の場合）（別紙４）



      ※ この登録書は、兵庫県の機関の１箇所に提出していただければ結構です。   （別紙３） 

債権者登録書（ 新規 ・ 変更 ） 

 

 

 

 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

住所（所在地） 

 

 

 
（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

屋号・氏名又は法人名 
 

 

郵 便 番 号 － 電 話 番 号（代表） －    － 

支 払 方 法 

[該当を○で囲む] 
２ 口座振替払(口座振込) ３ 隔地払(送金通知書) ４ 隔地払(郵便振替払出証書)

 （ﾌﾘｶﾞﾅ） 

金 融 機 関 名 

（払渡店） 

                          銀行           支店 

（金庫） 

支払方法が「２又

は３」の場合記入

[注意事項５] 

預 金 種 別 

[該当を○で囲む] 
１ 普通・総合  ２ 当座  ４ 貯蓄  ９ その他（   ） 

金融機関・支店番号  口 座 番 号  

 
（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

口 座 名 義 人 
 

 

支払方法が「２」

の場合記入 

 （ﾌﾘｶﾞﾅ） 

前 金 払 専 用 

金融機関名(別口) 

[公共工事] 

                 銀行            支店 

（金庫） 

備    考 
 

 

上記のとおり兵庫県財務会計システムに登録してください。 

 

     年  月  日 

兵庫県あて 

住所（所在地） 

氏名又は法人名等 

代表者の職氏名印                        印 

（注意事項） 
１ この債権者登録書に記入された情報は、兵庫県財務会計システムに登録して利用されます。 

皆様に、より迅速かつ正確に支払が行えるよう、県（各部局、かい）に対する債権者（予定者）とし

て必要事項をあらかじめ登録していただくものです。 
２ 登録は、御本人から抹消の申出がある場合のほか、利用実態が２年間ない場合には、年度末に自動的

に削除されます。 
３ 原則的に電話番号（代表）が債権者コードとして登録されますので、県に見積書、請求書等を提出さ

れる場合は、電話番号（代表）を記入していただくようお願いします。 
４ 登録内容に変更が生じた場合は、必ず登録書（変更）を提出してください。 

金融機関の合併、支店の統廃合等により、口座に関して変更が生じたときも、口座振替(振込)不能と
なりますので注意してください。 

５ 支払方法が「３ 隔地払（送金通知書）」の場合は、三井住友銀行の全国の本支店、但馬銀行の県内本

支店又はみなと銀行の県内本支店において受取（払渡）となりますので、金融機関名として、うちいず

れか１行を記入（支店名は不要）してください。 
－５０－ 
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（２－１）別紙１

機 器 設 置 計 画 書
（兵庫県住宅用太陽光発電資金補助事業用）

兵 庫 県 知 事 様

氏名（申請者）

下記計画のとおり自宅に太陽光発電システムを設置することを届け出ます。

記

１ 発電システム設置事業の計画内容

項 目 注 意 点記 入 欄

設置する住宅が申請者の所有でない(1) 設置予定の住宅

場合、建物所有者の設置承諾書（別紙の建物所有者氏名

４）を提出してください。

申請者が共有の持分を有している場

合、建物所有者の設置承諾書は必要あ

りません。

(2) 設置予定場所 (記入例 … 屋根上）

２(2)の値を記載（１kw未満は不可）(3) 太陽電池の

最大出力予定値 . 小数点２桁未満を四捨五入kW

３(12)の合計額を記載(4) 設置工事費予定額

円 補助対象工事分のみが対象

※１、※２(5) 融資等を受ける

予定額 円 融資等はクレジット払いを含む。

(6) 補助対象額 円 を記載(4)及び(5)の低い方の金額

(7) （１円未満切捨）１kwあたりの補助 (6)÷(3)×0.04375

2.5万円以上の場合は25,000円と記入金額( 円上限2.5万円）

(8) 補助金交付申請額 （千円未満切捨)(7)×(3)

円 10万円以上の場合は100,000円と記入（上限10万円） ,０００

(9) 融資等を受ける ・ 金融機関等にはクレジット会社を

金融機関等の名称 含む。申請時点では契約は不要

(10) 予定の利息額 ・ 別紙添付による説明可

又は利率 ・ 無利子は補助の対象外

※１ 発電システムも含めた住宅リフォーム等全体について融資を受ける場合は、融

資の総額を記載してください。

※２ 補助対象となる設置工事費の全額について融資を受けていない場合、融資を受け

る金額分だけが補助対象となります。
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別紙１（２－２）

２ 太陽光発電システムの設置予定内容

対象システムの項目 内 容

(1) 太陽電池の製造者名

(2) 太陽電池の公称最大出力と枚数、 Ｗ × 枚 ＝ . kＷ

最大出力 Ｗ × 枚 ＝ . kＷ（小数点２桁未満四捨五入)

合 計 . kＷ（最大出力１kw未満は補助対象外）

３ 太陽光発電システムの工事費の内訳

補助対象となる工事費の 金額(見積書の内訳 備 考

内 訳 等 書の添付でも可)※３

(1) 太陽電池モジュール

(2) 架 台

(3) 接続箱

(4) 直流側開閉器

(5) インバーター 保 護 装 置

(6) 発生電力量計

(7) 余剰電力販売用電力量計

配 線 ・ 配 線 器 具 の 購 入 ・ 据 付(8)

(9) 工 事 に 関 す る 経 費

(10) 小 計

(11) 消 費 税

合 計(12)

※３ 上記の設備以外の設備（ソーラー給湯システム等）及び屋根の補修等、

発電システム設置工事に直接関係しない経費は対象外。

また、竣工試験立会費、申請手続き費等の経費についても対象外。
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別紙２

設 置 前 の 写 真

（設置前の屋根等の状態がわかるよう１ 設置前の住宅全体が写っているもの

に撮影）

設置予定場所がわかるように２ 設置予定場所（屋根等）が写っているもの（

撮影）

※ わかりにくい場合は、別角度の写真もあわせて裏面に添付してください。
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別紙３

住 宅 付 近 の 案 内 図

※ なるべく住宅地図を利用してください。

（スペースが足りない場合は別紙や裏面使用可。）

※ 公共施設、商店等、目印になる施設も案内図に書き込んでください。
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別紙４

建 物 所 有 者 の 設 置 承 諾 書
（兵庫県住宅用太陽光発電資金補助事業用）

兵 庫 県 知 事 様

下記賃借人に賃貸している家屋に賃借人が自らの負担及び兵庫県の補助金に

より住宅用太陽光発電設備を設置することを承諾します。

記

１ 賃借人の氏名

２ 賃借させている物件の所在

３ 物件の種類

戸建住宅・集合住宅（どちらかを○で囲んでください）

平成 年 月 日

（ ） 住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）賃貸人

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

（実印）

電話番号（ ） －

（法人の場合、担当者名 ）

※ 実印で押印してください。




